41　海外赴任に関する規定
海外赴任規程

第１章　総　則

第１条（目　的）

１．海外勤務を命じられた従業員（以下「海外赴任社員」という。）の取り扱いに関する事項について定めるものとする。

第２条（定　義）

１．この規程における海外赴任社員とは、日本国から又は勤務中の外地から日本国を経由せず、直接海外の駐在員事務所、支店、現地法人、合弁会社、代理店、他会社等に転勤又は出向を命じられた者をいう。

第３条（所　属）

１．海外赴任社員の所属は、海外事業部付とする。

第４条（服務心得）

１．海外赴任社員は、特に次の点に留意して勤務しなければならない。

(1)　会社の信用と名誉を維持・向上させることに努め、いやしくも会社の信用と名誉を傷つける言動をしないこと

(2)　赴任国の法律を遵守すること

(3)　赴任する地域の風俗習慣、生活習慣を尊重すること

(4)　安全・衛生に十分留意すること。身を危険にさらすような行動は絶対にしないこと

(5)　健康管理に十分留意すること

(6)　公私混同をしないこと。公私のけじめをはっきりとつけること

(7)　会社と密接に連絡をとりながら業務を遂行すること

(8)　トラブルや異常事態が発生したときは速やかに会社に報告し、その指示に従うこと

(9)　その地位を利用して、取引先、現地採用の従業員や関係者から個人的に経済的利益を得たり、経済的利益の提供を求めたりしないこと

(10)　取引先、現地採用の従業員や関係者との人間関係に気を配り、協調的に業務を遂行すること

第５条（海外勤務期間）

１．海外勤務期間は、連続５年を上限とする。

２．業務の都合により、やむを得ず期間を延長するときは、所属事業部長は、現地責任者を通じて労働条件の提示をした上で、事前に本人の了承を得た後、人事担当役員の承認を得るものとする。

第６条（家族帯同）

１．連続して１年以上赴任することが予定されている場合は、家族を赴任へ帯同させることができる。

２．前項の家族帯同時期は、原則として本人赴任３カ月経過後以降とする。ただし、会社がこれを認めた場合は本人が希望する時期とする。

３．帯同する家族の範囲は、配偶者及び18歳未満の子女とする。

４．帯同する家族は、会社の定める健康診断をあらかめ受診しなければならない。健康診断の結果、赴任地での生活に耐えられないと医師が判断した場合は、帯同を認めないことがある。

第２章　赴任・帰任に伴う旅費

第７条（赴任・帰任旅費）

１．海外赴任社員の赴任・帰任旅費は、以下のとおりとする。

(1)　支度金

(2)　交通費

(3)　荷物運送費

(4)　渡航雑費

第８条（支度金）

１．海外赴任するにあたり、次の支度金を支給する。

(1)　勤続１年未満の者については、その者の基本給与の２分の１とする。

(2)　勤続１年以上の者については、その者の基本給与の１カ月分とする。

第９条（交通費）

１．交通費は、海外出張規程を準用してその実費を支給する。

第10条（荷物運送費）

１．赴任若しくは帰任又は家族の招致に際し、家財等を運送する場合は、必要最低限の家財荷造費、運送費、保険料、通関料（関税を除く。）等の実費を支給する。

第11条（渡航旅費）

１．旅券交付手数料、旅券査証料、入出関税、予防注射料、その他渡航手続き上必要な諸経費は会社が負担する。

第12条（出張旅費）

１．海外赴任社員が業務上の必要によって出張するときは、出張旅費規程を適用する。

第３章　給　与

第13条（海外給与の体系）

１．海外赴任社員に対して支給する海外給与の体系は、次のとおりとする。

２．通貨単位は原則として、円貨及び現地通貨とする。ただし、現地通貨の為替変動が著しい場合、その他安定的通貨を使用することがある。

３．三国間赴任等により、日本国以外の地域に家族が居住している場合は、円貨ベースで支給する。ただし、家族居住地の通貨に換算して支給することもできる。
	給与
	海外給与
	海外基本給

	
	
	海外赴任手当

	
	
	ハードシップ手当

	
	
	海外役職手当

	
	
	子女教育手当

	
	
	帯同家族手当

	
	国内給与
	国内基本給

	
	
	留守宅手当

	
	
	賞与


第14条（海外基本給）

１．海外基本給は、海外赴任社員の当年度の本人日本国内勤務時月例給から税金・社会保険料相当額を差し引いた手取り相当額を基準とし、赴任先ごとに定める生計費指数及び物価係数を乗じて会社が決定する。

第15条（海外赴任手当）

１．海外赴任手当は、海外赴任という特別な業務について、その負荷や労働時間の相異による不利益等を補填する目的で海外赴任者に対して支給するものとし、支給額は次の表のとおりとする。

	等級
	海外赴任手当

	専門職３・４等級
	円

	専門職１・２等級
	円

	グレード４
	円

	グレード３以下
	円


第16条（ハードシップ手当）

１．ハードシップ手当は、赴任地の自然環境、生活インフラ、政情、治安などが著しく劣悪な地域に赴任させる場合に、国や地域ごとのハードシップ係数に応じた金額を支給する。

第17条（海外役職手当）

１．海外役職手当は、赴任先に管理職として赴任する場合にその役職に応じて支給するものとし、支給額は次の表のとおりとする。ただし、赴任地での責任の重さや任務の困難さなどを考慮し、個別に定める場合もある。

	現地職掌
	海外役職手当

	ディレクター
	円

	マネジャー
	円

	サブマネジャー
	円

	リーダー
	円


第18条（子女教育手当）

１．帯同する子が勤務地国の教育機関等で教育を受けるに際して必要となる費用については、次の表のとおり、子女教育手当を支給する。
	対象者（国内基準）
	対象校
	補助範囲

	
	
	入学金
	授業料
	教材費
	通学費

	未就学児
	対象外

	小学生
	日本人学校又は会社が認めた学校
	全額
	全額
	全額
	対象外

	中学生
	
	全額
	全額
	全額
	対象外

	高校生
	対象外


第19条（帯同家族手当）

１．家族を帯同し赴任をする場合、次の表のとおり、帯同家族手当を支給する。

	帯同家族
	帯同家族手当（円）

	配偶者
	円

	子（１子につき）
	円


第20条（留守宅手当）

１．海外赴任社員の日本国内残留家族数に応じて、次の表のとおり、留守宅手当を支給する。

	
	赴任形態
	残留人数
	留守宅手当（月額）

	扶養家族あり
	単身赴任
	円

	
	一部帯同
	１人
	円

	
	
	２人
	円

	
	
	３人以上
	円

	
	全部帯同
	円

	扶養家族なし
	円


第21条（国内賞与）

１．海外赴任社員には、国内勤務社員と同様に国内賞与を支給する。ただし、国内賞与の支給に際しては海外赴任社員が国内に勤務しているときに賦課されると想定される税金相当額を賞与から控除して支給する。

２．海外出向者については、出向先会社から支払われた賞与が国内賞与と比較して少額である場合にその差額を支給するものとする。

第22条（みなし税額）

１．みなし税額は、赴任社員が国内に勤務していた場合に想定される年収から算出した所得税及び住民税の総額に相当する金額をいう。

第23条（昇給・昇格）

１．昇給・昇格については、国内勤務者と同一の基準にて、判断を行うものとする。

第24条（為替レート）

１．本規程に定める金額は、すべて日本円の表示とし、赴任地における支給給与については毎年４月１日及び10月１日現在のレートで現地通貨に換算し支給する。ただし、大幅な為替変動（原則として10%以上）があった場合には臨時に変更する場合がある。

第４章　休　暇

第25条（休暇の種類）

１．海外赴任社員に対し、特に付与する休暇は次のとおりとする。
(1)　準備休暇・着後休暇（有給）

(2)　帰国休暇（有給）

(3)　慰労休暇（有給）

(4)　慶弔帰国休暇（有給）

(5)　単身帰国休暇（有給）

(6)　出産帰国休暇（有給）

(7)　受験帰国休暇（有給）

(8)　健康診断受診休暇（有給）

(9)　私用帰国休暇（無給）

２．前項各号の休暇期間中には往復の移動日数は含まない。

第26条（準備休暇・着後休暇）

１．海外赴任社員が赴任するときには、出発前に２労働日、現地到着日の翌日以降に５労働日の休暇を与える。

２．海外赴任社員が帰任するときには、出発前に２労働日、日本到着日の翌日以降５労働日の休暇を与える。

３．帯同家族の着任、帰任に際しても２労働日の休暇を与える。

第27条（帰国休暇）

１．海外赴任社員には、申請により次の区分に従って帰国休暇を与える。ただし、業務上の都合により期間を短縮することがある。

	区分
	勤務期間
	期間

	初回
	海外勤務２年経過後、さらに１年以上赴任予定
	連続14日間

	２回目以降
	以降海外勤務満２年経過後、１年以上赴任予定
	連続14日間


第28条（慰労休暇）

１．海外赴任社員が帰任する場合、10労働日以内の慰労休暇を与えることがある。

第29条（慶弔帰国休暇）

１．海外赴任社員が慶事又は弔事の事実があったときは、本人の申請により慶弔帰国休暇を与える。慶弔帰国休暇期間中は出勤したものとみなし、該当者に対し往復の航空運賃を支給する。

第30条（単身帰国休暇）

１．単身赴任社員は、現場責任者の許可を得て赴任日より１年経過後に年に一度、14日間の期間で帰国することができる。その場合、往復の航空運賃を支給する。

第31条（出産帰国休暇）

１．海外赴任社員が日本において出産を希望する場合、会社が認める日数の休暇を与える。その場合、往復の航空運賃を支給する。

第32条（受験帰国休暇）

１．赴任地に帯同する子女が、中学・高校の入学試験を受験するために帰国する場合、現地責任者の許可を得て、受験生を同伴して海外赴任社員あるいはその配偶者のどちらか一方が一時帰国することができる。その場合、１回を限度として３日間の休暇を与え、往復の航空運賃を支給する。

第33条（健康診断受診休暇）

１．海外赴任社員及び帯同家族が、業務による出張若しくは私用休暇等による日本帰国時において、連続する行程の前後に健康診断の受診を目的とした健康診断受診休暇を１労働日与える。ただし、赴任地において健康診断を受診した場合にはこの限りでない。

第34条（私用帰国休暇）

１．海外赴任社員がやむを得ない事由により私用で帰国しようとする場合には、休暇申請書にその理由を明記し、現地責任者の許可を得なければならない。ただし、この場合の旅費はすべて海外赴任者本人が負担するものとする。

第35条（年次有給休暇）

１．海外赴任社員の年次有給休暇は、日本国内における付与日数と同一日数を請求することができる。

第５章　福利厚生

第36条（健康診断）

１．海外赴任社員は会社の定める検査項目について年１回健康診断を受け、その結果を会社に報告しなければならない。

２．健康診断に要する費用は、会社が負担する。

第37条（社会保険等）

１．海外赴任社員の国内における社会保険の取扱いは、原則として次のとおりとする。

(1)　健康保険 継続して加入する。

(2)　厚生年金保険 継続して加入する。

(3)　雇用保険 継続して加入する。

(4)　労働者災害保険 特別加入する。ただし、出向先において役員となる場合には労働者災害補償保険にかえて、海外旅行傷害保険に加入する。

第38条（不慮の災害）

１．海外赴任社員が地震、火災、風水害その他不慮の災害を被災したときは、会社はその一部を補償する。

２．前項の補償を受けようとする場合は、必要な証拠書類を会社に提出し、その承認を得なければならない。

第39条（慶弔見舞金）

１．海外赴任社員に慶弔事があったときは、慶弔見舞金規程に基づき、慶弔見舞金を支給する。

第40条（住宅調達費用）

１．赴任地において住宅の調達は、会社指定の住宅とする。

２．住宅に要する権利金・斡旋料・手数料及び毎月の家賃等の費用、及び帰任等による解約手数料等の費用は、すべて会社負担する。

３．会社は、住宅手当として住宅賃料を全額支給する。

４．光熱費は、全額個人負担とする。

第41条（融　資）

１．海外赴任社員が自動車又は家具・什器購入のために資金を必要とする場合には、別に定める基準により、会社が融資を行うものとする。

第42条（規程外事項）

１．この規程に定めのない事項については、従業員就業規則その他の規程等に準じて人事部長がその都度決定する。

附　則

この規程は平成○年○月○日より施行する。
Copyright (C) 社労士就業規則実践研究会

